
 

研究開発課題概要書（個別重点課題） 

 

１．課題名（研究開発期間） 【材料研究グループ】 

建築物の戦略的保全に資する建築部材の物理的耐久性能の評価技術の開発 

（平成２６年度～平成２７年度） 

 

２．背景・目的・必要性 

建築研究所の材料分野における研究は、参考資料に示すように， 1980 年代は耐久性

総プロ等での塩害やアルカリ骨材反応など耐久性に関連する研究が実施され，1990 年

代から 2000 年代には，新素材や資源，ストック活用，環境負荷等を中心に主として環

境に考慮した研究が実施されてきた。その後 2000 年に施行された品確法の性能表示制

度（劣化対策等級）や 2009 年の長期優良住宅促進法の施行に対応して，2000 年代中盤

からは耐久性評価に関する研究を再開した。 
前重点研究課題「建築材料・部材の物理的耐用年数と資源循環性に関する評価技術の

開発」では、設計時の仕様によってほぼ決定される中性化深さとかぶり厚さの関係（コ

ンクリート系）やファクターメソッド（木質系）など，従来からの手法を用いて物理的

耐用年数の評価，影響負荷の評価等について検討を行った。一方，従来からの手法は施

工時の管理状態や経時変化による物性の変化の影響等が考慮されていないため，既存建

築物を対象とした補修や改修，解体の時期等の評価方法としては未だ精度の面で議論が

多く，一般化された評価方法がない。したがって，今後ますます増加する既存建築物の

維持管理をより効率的に実施するためには，従来の評価手法を更に精緻化するとともに、

施工段階や供用段階の影響を考慮した新しい評価手法を導入するための準備的な検討

を早急に開始する必要がある。 
一方，既存建築物の耐久性を検討する上で，例えば RC 造のように鉄筋表面までの中

性化の到達を設計限界とする従来の一義的評価ではなく，図１に示すような複数の耐久

設計限界（参考：ISO 2394（構造物の信頼性））の設定とその選択方法が今後耐久性

関連の重要課題の一つ考えられている。使用方法や供用期間等に基づいてユーザー自身

が目標とする耐久設計限界を任意に選択できれば，その耐久設計限界を維持するための

管理方法の種類・幅は大きく拡大し，従来に比べより積極的かつ効率的な維持管理，す

なわち耐久設計限界の選択を基本とした戦略的な維持管理が可能となる。 
図 2 は図 1 中の円形の色づけられた部分の詳細で，施工の要因や環境条件によって劣

化進行挙動が異なるが、現状では耐久性評価する十分には考慮されていない。 



 

 
 
 
 

図 1 戦略的維持保全計画の概念 図 2  図 1 の円形部分詳細 
 

 
  

サブテーマ１ 鉄筋コンクリート造建築物の中性化進行推定手法の検討 

品確法及び長期優良住宅の普及の促進に関する法律等における性能表示等において、

劣化対策等級を定めるための仕様は、中性化深さが鉄筋かぶり厚さに到達した時点を設

計限界として定められている。経時的な中性化進行は、材料及び製造時の条件によって

得られる各種係数を用いて推定される。前重点研究課題においても中性化深さを基本と

した耐久性の評価を行っており、特に副産材料を混和した際の考え方を示したことが成

果として挙げられる。 

しかしながら、前課題における副産材料を混和した場合に限らず、現行の推定手法に

よる結果と実構造物の調査結果との間に乖離が見られるケースがある。そのため、現行

の耐久性評価の方法を戦略的維持保全計画の中で用いるためには、予測値と実構造物と

の乖離をできるだけ小さくするために必要な要因を考慮し、実構造物で生じている現象

をより精緻に再現することが求められる。また、供用段階での調査によって耐久性評価

の結果を修正し、以降の耐久性予測に活用する手法の開発が必要である。さらに、今後

は戦略的維持保全計画において複数の設計限界の設定が求められ、その実現には劣化指

標として中性化のみならず、鉄筋腐食の発生やそれに伴う構造性能の低下などまでを考

慮した検討が必要である。 

そこで、本研究では実構造物で生じている中性化進行をより精緻に推定するため、施

工時の養生や供用時の環境等の各種要因が中性化進行に及ぼす影響および供用期間中

の調査を活用して将来的な耐久性を評価する手法について、技術資料としてまとめるこ

とを目的とする。 

 

サブテーマ２ 木造建築物の耐久性評価・現況検査手法の検証 

イ 前重点研究課題「建築材料・部材の物理的耐用年数と資源循環性に関する評価技術



の開発」では、木造分野の研究成果として、「木造住宅等の耐久性評価・設計支援ツ

ール」を開発した。よって、本研究では、このツールの有効性を高めるために、現状

ロ

化状況」の相関関係・確率変数を得るための技術の検討を行うこと

を目的とする。 

調査を行いツールの耐久性能評価の精度をさらに向上させることを目的とする。 

．国交省は、既存木造住宅の市場流通の活性化、既存住宅の長期優良住宅認定制度の

策定、既存住宅耐震改修等の減税措置などの取り組みを行っている。これらの施策を

実施する上で、構造耐力上主要な部分の劣化状況の把握が難しいことが課題になって

いる。このため、個々の建築物の「現況検査から得られた情報」を用いて実施される、

「構造躯体の劣化状況の推定法」の精度向上が必要である。よって、本研究では、こ

の推定法の精度向上のために，現況検査の信頼性の検討、「現況検査から得られた情

報」と「実際の劣

 

３．研究開発の概要 

サブテーマ１ 鉄筋コンクリート造建築物の中性化進行推定手法の検討 

 耐久設計限界の設定に必要となる、施工時及び供用時における各種要因を考慮した中

性化進行の評価手法の検討、及び前重点研究課題における評価ツールの検証を行う。 

法の検討 

イ 

調査文献、及び既存木造住宅の劣化度調査に基づき確かめる。 

ロ

調査し、建築物の環

境・立地条件等と躯体の劣化の発生頻度に関する分析を行う。 

目標

 

サブテーマ２ 木造建築物の耐久性評価・現況検査手

木造建築物の躯体部分の耐用年数推定法の検証 

ファクターメソッドを用いて推定した木造躯体の耐用年数の妥当性を、木造建築物

の耐久性に関する既往の

 現況検査手法の検証 

 現況調査の効率化を諮るために提案されている機器の使用性を

 

４．達成すべき  

ロ 性化進行に及ぼす影響およびその評価手法等につい

て技術資料としてまとめる。 

イ 推定法を作成し、同手法をコンピュー

ロ 

、既存木造住宅の

長期優良住宅認定に関する解説書の一部としてとりまとめる。 

 

サブテーマ１ 

イ 前課題にて開発した環境負荷評価ツールを検証・改良し、公表する。 

施工時及び供用時の要因が中

 

サブテーマ２ 

調査と実験によって検証が行われた耐用年数

タプログラムとして取りまとめ公表する。 

既存木造住宅の環境・立地条件等と躯体の劣化発生頻度に関する技術的知見や、床

下の劣化状況調査のために提案されている機器の使用性を評価し


